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事務事業名 保健所庁舎整備事業

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課

事業概要

令和5年度に引き続き、設計業務を行います。設計にあたっては、利用者への配慮と様々

な危機事案に対応する事ができる機能を備えるほか、ZEB認証の取得を目指し、一次エネ

ルギーとローリングコストを削減することができる施設とします。設計終了後、工事請負

契約の締結に向けた準備を行います。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

工事発注準備 事務作業全般

9月
10

月

11

月

実施設計に合わせた各課調整・各種会議 庁内調整・会議

ZEB認証取得 事務作業全般

関係機関調整 事務作業全般



法的
実施根拠

なし

根拠法令
抜粋
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10

計画案とりまとめ 事務作業全般

庁議 庁内調整・会議

策定 事務作業全般

関係機関調整 庁外調整・会議

9月
10

月

11

月

計画骨子作成 検討

関係課かいとの調整 庁内調整・会議

事業概要

　新型コロナウイルス感染症の対応で浮き彫りになった課題に対応すべく、令和４年に地

域保健法（昭和22年法律第101号）及び地域保健対策の推進に関する基本的な指針（平成6

年厚生省告示第374号）が改正され、各保健所は平時から、健康危機に備えた準備を計画

的に進めるため、健康危機対処計画を策定することとされました。

　本市においても、令和６年３月に策定した「茅ヶ崎市感染症予防計画」や今後改定が想

定される「新型インフルエンザ等対策行動計画」との整合を図りながら、「（仮称）茅ヶ

崎市保健所健康危機対処計画（感染症編）」を策定します。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

事務事業名 保健所健康危機対処計画の策定

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

●地域保健法(昭和二十二年法律第百一号)抜粋

第四条　厚生労働大臣は、地域保健対策の円滑な実施及び総合的な推進を図るため、地域

保健対策の推進に関する基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めなければなら

ない。

●地域保健対策の推進に関する基本的な指針（平成6年厚生省告示第374号）抜粋

二　地域における健康危機管理体制の確保

1　健康危機管理体制の確保

　都道府県、政令市(地域保健法施行令(昭和二十三年政令第七十七号。以下「令」とい

う。)第一条に規定する市をいう。以下同じ。)及び特別区は、都道府県単位の広域的な健

康危機管理の対応について定めた手引書や政令市及び特別区における区域全体に係る健康

危機管理の対応について定めた手引書を作成するとともに、これらの手引書、感染症の予

防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成十年法律第百十四号。以下「感染症

法」という。)に基づく予防計画、新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成二十四年法

律第三十一号。以下「特措法」という。)に基づく都道府県行動計画及び市町村行動計画等

を踏まえ、各保健所及び地方衛生研究所等において健康危機対処計画を策定する必要があ

る。
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事務事業名 新型インフルエンザ等対策事業

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課

事業概要

新型インフルエンザに関する様々な調整や会議の開催の外、保健所内における新型インフ

ルエンザ対応の円滑化を図ります。

また、新型コロナウイルス感染症対応時の課題や国・県の動向を踏まえつ、茅ヶ崎市新型

インフルエンザ等対策行動計画の見直しについて検討を開始します。

また、今後の新型インフルエンザ等への対応を想定した訓練の検討・準備を茅ヶ崎市新型

インフルエンザ等対策行動計画の見直しなどに合わせて行います。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

新型インフルエンザに関する事務調整 庁内調整・会議

9月
10

月

11

月

新型インフルエンザ等対策行動計画の見直し検討 検討

新型インフルエンザ等対策行動マニュアルの見直し 事務作業全般

新型インフルエンザ等対策行動計画の改定 事務作業全般

政府合同訓練への検討・準備 検討

患者対応訓練の実施に向けた検討・準備 庁内調整・会議



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・新型インフルエンザ等対策特別措置法

第3条第4項 地方公共団体は、新型インフルエンザ等が発生したときは、第十八条第一項に

規定する基本的対処方針に基づき、自らその区域に係る新型インフルエンザ等対策を的確

かつ迅速に実施し、及び当該地方公共団体の区域において関係機関が実施する新型インフ

ルエンザ等対策を総合的に推進する責務を有する。

第8条　市町村長は、都道府県行動計画に基づき、当該市町村の区域に係る新型インフル

エンザ等対策の実施に関する計画(以下「市町村行動計画」という。)を作成するものとす

る。

第12条　指定行政機関の長等は、政府行動計画、都道府県行動計画、市町村行動計画又は

業務計画で定めるところにより、それぞれ又は他の指定行政機関の長等と共同して、新型

インフルエンザ等対策についての訓練を行うよう努めなければならない。この場合におい

ては、災害対策基本法第四十八条第一項の防災訓練との有機的な連携が図られるよう配慮

するものとする。
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活動種別活動名
2月 3月6月

活動時期

11

月

12

月
1月7月

事業概要

事務事業名

8月4月 5月

部名 課かい名 保健企画課保健所

事務事業概要書

保健所事業を円滑に運営し、その機能を十分に発揮するため、必要な工事や修繕、様々な

施設管理面での調整を図り、保健所庁舎を適切に維持管理します。

また、運営予算について、保健所業務全体をとりまとめるとともに、寒川町民を対象とし

た保健所業務関する経費を県へ請求します。保健業務を推進するにあたり、保健所各課の

他、保健所以外の各部課かいにおいて速やかに業務が執行されるよう共用しているシステ

ムの運用や通信環境の整備、調整を適宜実施します。

保健所維持管理事務

保健所総合システムの管理等

情報機器及び通信機器の管理等

公用車の管理

9月
10

月

庁舎の改修工事及び執務環境等の整備

庁舎管理等負担金

寒川町の区域に係る保健所業務受託事務

事務作業全般

事務作業全般

事務作業全般

事務作業全般

事務作業全般

事務作業全般



根拠法令
抜粋

地方自治法

第２５２条の１４（事務の委託）

　普通地方公共団体は、協議により規約を定め、普通地方公共団体の事務の一部を、他の

普通地方公共団体に委託して、当該他の普通地方公共団体の長又は同種の委員会若しくは

委員をして管理し及び執行させることができる。

法的
実施根拠

あり
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事務事業名 県域保健福祉事務所及び保健所設置市等連携推進事業

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課

事業概要

全国の保健福祉事務所及び保健所設置市等と最新情報や課題に対する解決策を学習・共有

し、茅ヶ崎市保健所において、適切な対応を速やかに行うことができるよう、所長会を始

めとした各種会議へ参加します。

また、保健所職員としての知識・技能向上を図るため、各種研修会へ参加します。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

所内情報共有用の定期購読の手続き 事務作業全般

9月
10

月

11

月

各種会議・研修への出席 庁外調整・会議

会議資料の支払い 事務作業全般

全国保健所所長会の負担金の支払い 事務作業全般

各種研修会の負担金の支払い 事務作業全般



法的
実施根拠

なし

根拠法令
抜粋
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事務事業名 医師臨床研修事業

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課

事業概要

茅ヶ崎市保健所管内の臨床研修病院に勤務する医師（研修医）を対象とし、臨床研修のう

ちの地域保健研修を、研修協力施設として保健所で受け入れ、研修を行います。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

カリキュラムの調整（外部施設） 事務作業全般

9月
10

月

11

月

臨床研修病院との受け入れ調整 事務作業全般

カリキュラムの調整（所内） 事務作業全般

オリエンテーション 事務作業全般

カリキュラムの実施 事務作業全般

研修評価 事務作業全般



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

医師法

第１６条の２第１項（臨床研修）

　診療に従事しようとする医師は、二年以上、都道府県知事の指定する病院又は外国の病

院で厚生労働大臣の指定するものにおいて、臨床研修を受けなければならない。
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事務事業名 石綿健康被害救済推進事業

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課

事業概要

茅ヶ崎、寒川地区における石綿による健康被害者及びその遺族の救済のため、石綿健康被

害に関する相談業務及び救済制度の説明・申請の受理を行います。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

制度周知 周知・広報

9月
10

月

11

月

健康被害に関する相談業務 相談・問合せ対応

救済制度の説明、申請の受理 事務作業全般



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

石綿による健康被害の救済に関する法律
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研修開催 市民等向け研修・講座

次年度に向けた検討 検討

名簿管理 統計調査・集計

研修企画立案 事務作業全般

研修準備 庁内調整・会議

研修周知 周知・広報

登録者の募集 申請等受付

9月
10

月

11

月

進行スケジュール、計画 検討

要領作成 事務作業全般

事業概要

感染症まん延時等の健康危機発生時に備え、潜在保健師等の活用など、行政機関外部から

の応援について受け入れ体制を整えるための運用要領を策定するとともに、IHEAT要員の

確保、名簿管理、実践型訓練を実施するなどし、健康危機に備えます。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

事務事業名 IHEAT運用体制の構築

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

地域保健法第二十一条

第二十一条　第五条第一項に規定する地方公共団体の長は、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律(平成十年法律第百十四号)第十六条第二項に規定する新型イ

ンフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われた場合その他の健康危機が発生した

場合におけるその管轄する区域内の地域保健対策に係る業務の状況を勘案して必要がある

と認めるときは、地域保健の専門的知識を有する者であつて厚生労働省令で定めるものの

うち、あらかじめ、この項の規定による要請を受ける旨の承諾をした者に対し、当該地方

公共団体の長が管轄する区域内の地域保健対策に係る業務に従事すること又は当該業務に

関する助言を行うことを要請することができる。

②　前項の規定による要請を受けた者(以下「業務支援員」という。)を使用している者

は、その業務の遂行に著しい支障のない限り、当該業務支援員が当該要請に応じて同項に

規定する業務又は助言を行うことができるための配慮をするよう努めなければならない。

③　業務支援員(地方公務員法(昭和二十五年法律第二百六十一号)第三条第二項に規定する

一般職に属する職員として第一項に規定する業務又は助言を行う者を除く。以下この項に

おいて同じ。)は、第一項の規定による要請に応じて行つた同項に規定する助言に関して知

り得た秘密を漏らしてはならない。業務支援員でなくなつた後においても、同様とする。
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管内保健師研修（管理期） 職員向け研修

保健師人材確保 市民等向け研修・講座

インターン受け入れ 市民等向け研修・講座

庁内保健師活動連絡会（人材育成部会） 検討

管内保健師研修（新任期） 職員向け研修

管内保健師研修（中堅期） 職員向け研修

保健師の専門性面接 事務作業全般

庁内保健師活動連絡会議 庁内調整・会議

庁内保健師活動連絡会（災害部会） 検討

活動領域調査 統計調査・集計

保健師研修・会議参加調整 庁外調整・会議

保健師活動アドバイザーによる助言・指導 相談・問合せ対応

統括保健師業務 相談・問合せ対応

9月
10

月

11

月

国からの調査依頼、報告に対する対応 庁外調整・会議

保健師間の連絡調整 庁内調整・会議

事業概要

 「茅ヶ崎市に暮らす人がその人らしく、心豊かに生活できる」ような保健活動を実践でき

る保健師の育成を目的として、キャリアレベルに応じた専門性研修や専門性面接を実施す

るほか、保健師活動の活性化に向けた様々な取組を企画し実践します。また、保健師活動

アドバイザーを雇用し、保健師の公衆衛生活動に関し、専門的な立場から指導・助言をい

ただき、事業の質の向上と、保健師の人材育成の充実を図ります。

　その他の取り組みとして、感染症や災害時等の健康危機発生時に庁内保健師が組織横断

的な対応ができるよう、体制整備を図ります。

　人材育成と同時に、人材確保のための取り組みも行い、保健師の就職先として本市を希

望してもらえるよう、積極的な情報発信を行ってまいります。

　

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

事務事業名 保健師の人材育成マネジメント業務

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課



法的
実施根拠

なし

根拠法令
抜粋
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災害時の保健師班の体制見直し 検討

神奈川県との連携調整、システム連絡訓練 庁外調整・会議

寒川町との無線訓練 庁外調整・会議

寒川町との災害時対応の連携調整 検討

災害受援体制の整備 庁内調整・会議

9月
10

月

11

月

令和６年能登半島地震派遣に係る事務 事務作業全般

災害派遣応援体制の整備 庁内調整・会議

事業概要

　他自治体で災害発生時に、被災都道府県以外の 都道府県及び当該都道府県内に所在する

保健所設置市、特別区及びその他市町村が、応援職員を被災都道府県へ派遣する調整をし

ます。

　また、本市が被災地となった場合に、外部の支援団体を速やかに受け入れらえるよう、

受援体制を整えます。

　災害時において、本市は管内寒川町の保健師応援要請調整を担うことから、平時より災

害時保健師活動の体制づくりを行います。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

事務事業名 災害時保健師活動体制整備事業

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

 「厚生労働省防災業務計画第２編第２章第６節第３の３」

 公衆衛生医師、保健師、管理栄養士等の応援派遣受入

1 被災都道府県･市町村は、被災者の健康管理に際し、管内の公衆衛生医師、保健師、管理

栄養士等のみによる対応が困難であると認めるときは、地方自治法（昭和 22 年法律第 67

号）第252 条の 17、災害対策基本法第 30 条第 2 項及び第 74 条の規定等により、その他

の都道府県･市町村に公衆衛生医師、保健師、管理栄養士等の応援要請をする。

2 被災都道府県・市町村は、被災者の健康管理に際し、管内の公衆衛生医師、保健師、管

理栄養士等のみによる第 2 第 1 項への対応が困難であると認めるときは、必要に応じ、厚

生労働省第 2 編 災害応急対策第 2 章 保健医療に係る対策健康・生活衛生局に被災都道府

県・市町村以外の都道府県及び市町村からの公衆衛生医師、保健師、管理栄養士等の応援

要請をする。

3 厚生労働省健康・生活衛生局は、被災都道府県からの公衆衛生医師、保健師、管理栄養

士等の応援要請数等を確認し、被災都道府県以外の都道府県と応援派遣に関する調整を行

うほか、被災都道府県･市町村の行う被災者の健康管理に関し、必要な助言及びその他の

支援を行う。ただし、緊急を要する場合は、被災都道府県からの応援要請を待たずに被災

都道府県以外の都道府県に対し、公衆衛生医師、保健師、管理栄養士等の応援派遣等を求

めた上で、被災都道府県に対し、その旨を通知する。

「防災基本計画第２編第２章第８節の１」

国〔厚生労働省〕は，必要に応じ，又は被災地方公共団体の要請に基づき，公衆衛

生医師，保健師，管理栄養士等の応援派遣計画の作成など保健衛生活動の調整を行

うものとする。



1 ■ ■ ■

2 ■ ■ ■

3 ■ ■ ■

4 ■

5 ■ ■ ■ ■

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

研修開催 市民等向け研修・講座

次年度に向けた検討 検討

研修周知 周知・広報

9月
10

月

11

月

研修企画立案 事務作業全般

研修準備 庁内調整・会議

事業概要

多様化する住民ニーズや価値観・ライフスタイルの中で、住民の生活に密着した身近な課

題について、きめ細かく総合的なサービスを提供していくためには、地域保健・福祉・環

境を担う人材の育成が重要となっています。そのため、本保健所では、保健・福祉・環境

関係の基礎的知識の習得や 専門性向上を目的とし、地域の保健福祉における課題やニーズ

に沿った保健衛生研修を実施します。対象は地域保健従事者、市、寒川町職員とします。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

事務事業名 保健衛生研修事業

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

地域保健法第３条で「地域保健従事者の資質の向上に努めること」が、市町村、都道府県

および国の責務として規定されている。



1 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

2 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

9月
10

月

11

月

実施方法の検討 検討

健康教育の準備、実施 市民等向け研修・講座

事業概要

地域における禁煙防止・禁煙支援対策の推進を図るため、喫煙の健康影響について、健康

教育実施希望があった小・中・高・大学へ、喫煙防止教育の出張講座を行います。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

事務事業名 地域禁煙サポート推進事業

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課



法的
実施根拠

なし

根拠法令
抜粋



1 ■ ■

2 ■ ■ ■

3 ■ ■ ■

4 ■ ■

5 ■ ■ ■

6 ■

7 ■ ■

8 ■ ■ ■

9

10

11

12

13

14

15

次年度に向けた委員の推薦

要綱改正 事務作業全般

会議開催に向けた準備

会議開催

推進会議委員の推薦依頼 事務作業全般

9月
10

月

11

月

今後の事業のあり方を検討 検討

各委員、関係課へ会議体変更の説明 庁外調整・会議

事業概要

国が策定した糖尿病重症化予防プログラムを有効に活用し、茅ヶ崎、寒川地区糖尿病地域

連携クリティカルパスの普及を促進するため、保健所・医療機関・医療関係者等が連携し

て協議できるよう支援します。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

事務事業名 糖尿病地域連携クリティカルパス推進事業

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課



法的
実施根拠

なし

根拠法令
抜粋



1 ■

2 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

3 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

4 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

5 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

6 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

7

8

9

10

11

12

13

14

15

保健師学生実習指導に係る調整 庁内調整・会議

実習日程表の作成 事務作業全般

保健師学生実習指導 市民等向け研修・講座

保健師学生実習指導に係る調整 庁外調整・会議

9月
10

月

11

月

保健師・栄養士学生の合同オリエンテーションの実施 市民等向け研修・講座

保健師・管理栄養士学生の合同オリエンテーション準備 事務作業全般

事業概要

茅ヶ崎市・寒川町域における、看護学生・保健師学生・管理栄養士学生の保健衛生の実習

指導を行います。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

事務事業名 保健師・管理栄養士等実習支援事業

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課



法的
実施根拠

なし

根拠法令
抜粋



1 ■ ■

2 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

3 ■ ■ ■

4 ■ ■ ■

5 ■ ■ ■ ■ ■

6 ■ ■ ■

7 ■

8 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

9 ■ ■ ■

10

11

12

13

14

15

研修開催 市民等向け研修・講座

継続以降確認 事務作業全般

次年度に向けた計画 検討

研修企画立案 市民等向け研修・講座

研修準備 市民等向け研修・講座

研修周知 市民等向け研修・講座

事業周知 周知・広報

9月
10

月

11

月

事業の仕組みについて検討 検討

登録事務、名簿管理 庁内調整・会議

事業概要

　市内に大規模な災害が発生した場合等に必要な専門職ボンティアの事前登録をし、迅速

かつ円滑な専門職ボランティア活動の実施につなげることを目的としています。

　専門職ボランティアが、市内で大規模な災害が発生した場合等に、自宅又は勤務場所近

くの災害対策地区防災拠点等で避難者の訴えを傾聴し、不安軽減の対応に努める等の活動

ができるよう、平時から名簿管理、資質向上のための研修の開催、ボランティアを増やす

ための周知活動を行います。

　なお、本事業は高齢福祉課（介護職）、障がい福祉課（福祉職）、保健企画課（医療

職）の３課がそれぞれの職種の窓口となっておりますが、全体のとりまとめは保健企画課

でおこなっています。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

事務事業名 専門職ボランティア事業

事務事業概要書

部名 保健所 課かい名 保健企画課



法的
実施根拠

なし

根拠法令
抜粋


